

















法のゆくえ―」『国際哲学研究別冊２』東洋大学国際哲学研究センター、2013 年、17 〜 18 頁）、
グラデーション的法文化という特質（鈴木賢「中国法の思考様式―グラデーション的法文化―」ア
ジア法学会（編）、安田信之＝孝忠延夫（編集代表）『アジア法研究の新たな地平』成文堂、2006










































































６　1982 年 12 月４日公布・施行。2004 年３月 14 日最終改正。以下同じ。
７　1979 年７月５日公布・1980 年1月1日施行。1986 年 12 月２日最終改正。以下同じ。
8　孫謙『検察：理念、制度与改革』北京：法律出版社、2004 年、46 頁。
9　孫謙・前掲註（9）46 〜 47 頁。
10　最高人民検察院 2000 年５月 25 日公布・施行。以下同じ。
11　最高人民検察院以外の人民検察院には、「監察処（室）」や「専職もしくは兼職監察員」が置かれ、
監察局は最高人民検察院のみに置かれる機関である（人民検察院監察工作条例第７条）。
































































紀律検査機関案件検査工作条例は中共中央紀律検査委員会 1994 年３月 25 日発布、同年５月1日施
行。
15　「河北廊坊原副検察長張暁麗渉嫌受賄等被免職」（華商網ホームページ）〈http://news.hsw.cn/
system/2006/02/21/004173966.shtml〉（2006 年２月 21 日更新、2015 年 11 月 25 日閲覧）でも同様
に報道されている。加藤書以外で確認できる張暁麗事件を示す報道はこのニュースくらいのもので
ある。
16　本節は加藤書 139 〜 141 頁を参照している。
















































磨「中華人民共和國における法源」『法制史研究』（40 号）法制史学会、1990 年、104 頁。季衛東
『現代中国の法変動』日本評論社、2001 年、26 頁。














４号）神戸市立外国語大学、2014 年、106 頁。なお、当該民事訴訟法は 1991 年４月9日公布・施
行、2012 年8月 31 日最終改正。
21　周恩来「人民政協共同綱領草案的特点」中共中央文献研究室（編）『建国以来重要文献選編（第





（1956 年1月−1958 年 12 月）』人民出版社、1999 年、205 頁（初出は『人民日報』1957 年６月 19































31　石塚迅・前掲註（22）154 〜 155 頁。
32　「中国、知識人拘留」『朝日新聞』2014 年５月 18 日付 13 面。「中国の弾圧理解できぬ言論封じ」




































頁 お よ び 64 〜 65 頁（ 電 子 ブ ッ ク〈http://www.juris.hokudai.ac.jp/ad/wp-content/uploads/
sites/5/2014/01/booklet33.pdf〉）。鈴木賢「中国的法観念の特殊性について―非ルール的法のゆく




































39　「2004、再上新階―高検院部分庁、室、局負債人談 2004 年検察工作」『人民検察』（2004 年２期）
検察日報社、2004 年、７頁。
40　髙見澤磨＝鈴木賢『中国にとって法とは何か―統治の道具から市民の権利へ―』岩波書店、2010




























年、14 〜 15 頁。
43　中国の刑事司法での量刑基準には「民憤」（民衆の怒り）が重要な指針となっており、この点に
も「民」を納得させる（「民」におもねる）システムが見て取れる。田中信行「劉涌の裁判と薄熙






院法学研究科、2001 年、1232 頁および 1268 頁。文中の〔〕内は中国語原文であることを示す。

























































（国務院新聞弁辦室『中国的人権状況』北京：中央文献出版社、1991 年、1頁および 14 頁）、日本
の先行研究も、日本やいわゆる西側諸国の「人権」とは異なる概念であり、「集団の利益」を優先
していると捉えてきた（木間正道＝鈴木賢［ほか］『現代中国法入門』（第６版）有斐閣、2012 年、











央党学校、2012 年、11 〜 13 頁。高紹安「深入推進人民法院反腐倡廉建設―中央紀委駐最高人民法
院紀検組組長張建南答本刊記者問」『中国審判』（2009 年３期）北京：人民法院出版社、2009 年、
14 〜 17 頁。張建南「為人民法院公正司法提供堅強保障」『中国紀検監察報』2013 年５月３日付３




























































50　2013 年1月から 11 月までの間に一日平均 110 人の公務員が立件されたという（「中国汚職摘発、
1日平均 110 人」『朝日新聞』2014 年1月７日付 12 面）。さらに、汚職などで処分された中国共産
党党員は 2013 年で 18 万２千人にのぼったという（「中国共産党昨年1年で 18 万人処分」『朝日新
聞』2014 年1月 11 日付 13 面）。
51　「『反腐敗』への強い姿勢を示して国民の支持を集め、政権基盤を強める構えだ」と言われる。「中




「8割が共産党に否定的」『朝日新聞』2013 年４月 16 日付8面。

























的試み―」アジア法学会（編）、安田信之＝孝忠延夫（編集代表）『前掲註書（1）』340 〜 341 頁。
54　中華ソビエト共和国憲法大綱（1931 年 11 月７日採択）第 14 条、改正中華ソビエト共和国憲法












※本稿は 2015 年３月 14 日〜 15 日に香港の珠海学院で行われた香港亞洲研究学會第十届研討會（香
港アジア研究学会第 10 回研究会）で口頭発表した「中国における劇場的法メカニズムという試論（中
国語題「在中國劇場的法結構的試論」）」を若干修正したものである。
 （TAKAHASHIKoji）
